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流通問題を数量的に解決するには 2 とおりのア

プロ{チがある.

1 つは流通問題志向型の専用分析手法を用いる

方法である.現在，実用化している例は，ルート

配送計画を取り扱った VSP(=Vehicle Schedulｭ

ing Program) そデル，流通活動のうちチャネル

に着目し，チャネル聞の総物流量，在庫量，各種

物流コストなどを算出するCHANS-l，それにチ

ェーン・ストアの出店計画システムをテーマにし

た CHARM などをあげることができる.

この種の解決手法はきわめて少なく，また応用

も特定化している例がほとんどである.

流通問題のあっかう内容は多分野に広がってお

り，その中にはトレート3 ・オフ関係が内在してい

たり，マクロとミクロが混在している例や定性的

側面のウエイトが高い場合などパラェティに富ん

でし、る.そのため，解析的な方法が利用できる例

はかぎられてくる.

そこで第 2 のアプローチは，他の分野で用いら

れている各種の問題解決手法を利用する考え方で

ある，

問題解決の手法には，統計学的色彩の濃いもの

から，シミュレーション的発想を必要とするもの

などさまざまで、ある.

この論文では，具体的な問題解決のノζ ターンに

着目し，いかなる分析手法が問題解決にもっとも

有効であるかを一連のフロー体系の中でとらえて

みる.
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いわば，問題解決手法の選択方法といえよう.

1. 全体構成

一般的な問題解決発見型のフロー・チャートを

図 1 に示す.このフロー図にそって問題点を追求

していけば，具体的な解決手法が定まるしくみに

なっている.したがって，流通問題のみならず，

広く一般的に応用できる.

図 l はつぎの 7 つのフローから成り立ってい

る.

(1) 問題点を整理するフロー(図の上部)

(2) 現状を認識したいフロー(図の左端のフロー)

(3) 将来を予測したいフロー(図の左から 2 番目

のフロー)

(4) 目標を立案したいフロー(図の左から 3 番目

のフロー)

(5) 政策を知りたし、フロー(図の左から 4 番目の

フロー)

(6) 政策効果を知りたいフロー(図の右から 2 番

自のフロー)

(7) 最適化を計りたいフロー(図の右端のフロー)

以下に 7 つの内容を簡単に説明するが，図中の

ボックスに示されている手法がその問題に関して

従来よく用いられてきた手法である.

本論では，シミュレーションを拡大解釈し

つの解析的な手法でも条件を変えて繰り返し何度

も計算すれば，それもシミュレーションと考えて

いる.また，既存の手法では解決できず，その問
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題解決のために独自のいわゆるヒューリスティッ

ク・モテ、ルを作成することもある.ヒューリステ

ィッグ・モデルは図のところどころにしか示して

ないが，以との概念であればどの問題解決にも適

用できる.

2. 手法選択の手順

1.の全体構成で示した順序にしたがって手法選

択の手順を示す.適宜，図 l を参照されたい.

(1) 問題点を整理するフロー

現在かかえている問題の本質を正しく認識して

いるかをまず確認しなければならない.正しく把

握するためには，適切な情報を入手することと，

問題点の因果関係を明確にすることが疋要であ

る.

問題点を整理する手法は，創造的問題解決の各

種手法，たとえばKJ 法，ブレーン・ストーミン

グ法，ゴードン法などがある.

明確にしたい点が因果関係の分析にあれば，最

近の構造解析手法，たとえば， ISM, DEMA TEL , 

SAD 法などを用いることができる.とくに SAD

法を用いれば，問題の阻害要因が定量的に分析で

き，そのうえで，具体的な問題解決策の創出まで

で、きる.

(2) 現状を知りたいフロー

種々の問題点が指摘できても，それらの問題を

発生させるような因果関係が体系づけられていな

ければならない.問題点を生じさせるような因果

構造を r問題線」とよぶ. 問題点のネットワー

ク体系と考えればよい.問題線が体系づけられた

ら，どこに問題の根源，本質があるのかを明確に

抽出する必要がある.

「問題線」を的確に把握するには，つぎに示す

2 とおりのアプローチが考えられる.

① 因果関係を知りたい場合

解決すべき問題が，どのような因果構造の中で

発生してきたのかを明確にする場合である.

たとえば，人口分散の不均衡により生じると思
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われる過密・過疎開題は，はたしてそれだけが原

因なのか，他の要因があるならば，いかなる因果

で問題に影響をおよぼしているのか，といった内

零を一連にとらえるのがこの問題に属する.

具体的な解決手法は，現象を説明づける要因の

質お上び量により，計量経済モデル，システム・

ダイナミックスあるいは SAD 法，産業連関分析

を適用したり，回帰分析，数量化1， II類などを

用いだりする.

② 分類をしたい場合

諸今の現象をなんらかの方法で分類したい場合

である.分類したい基準が明確になっているか否

かで方法論は異なってくる.

たとえば商圏分析を考えてみよう般的に，

商閣は両品によって異なるが，あるブランドの商

圏がどのように分布しているかを採る場合は分類

したい基準が明らかになっているといえる.

それに対し，あるブランドの商圏がし、かなる要

因で分布しているのかを把握したし、場合は，分類

の基準(要因)が明らかになってない.このケース

では、分析の結果から逆に分類の基準を推測する

ことができる.

以上の分析には，多変量解析の各手法が有効で

あるが，一般的には質的なデータを用いるか，量

的なデータを用いるかにより分類できる.外的基

準のない質的なデータであれば数量化rn ， IV類な

どを用い，量的なデータであれば因子分析，主成

分分析が利用できる.

(3) 将来の予測をしたいフロー

予測する際の前提条件として，まず現状を正確

に認識できているか否かをチェックする必要があ

る.現状把握が不十分のときは，前述の「現状を

知りたし、」のフローに戻らなければならない.

現状認識が不十分のまま予測をしても，でてき

た結果が何を意味するのか，対策はどう打つべき

かを検討できない.

過去のデータの質，量により予測精度も異なる

が，満足できるデータの入手が不可能なときは，
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同種の悩みを解決したような事

例調査を参考にしたり，デルフ

ァイ法などで見当をつければよ

し、.

予測の内容が単なるトレンド

で十分ならば，最小三乗法，指

数平滑法，移動平均法などの傾

向分析が利用できる.環境与件

や政策変化も盛り込んで予測し

なければならないときは，計量

経済モデル，システム・ダイナ

ミックスあるいは数量化I， II 

類が適用できる.

(4) 目標を立案したし、フロー

現状の分析もでき，将来予測

も満足できる結果がでたら，つ

ぎに係るべき目標を確立するこ

とになる.予測結果がそのまま

目標にできるならば問題ない.

それが不可能だとしたら，現状

に問題点があるはずである.

達成困難と思われる目標であ

っても，なんとか遂行しなけれ

ばならない場合がほとんどであ

ろう.柔軟な思考を要する段階

であるが，解決の糸口をつかむ

ために創造的問題解決手法や目

標分析などの応用を考えればよ

し、.

達成できる見とおしが立て

ば，つぎに実現するための具体

的政策を立案することになる.

(5) 政策を知りたいフロー

政策立案に際して，現状認識，

将来予測，目標の設定といった

アナリシス志向の思想が前提と

なる.

一方，政策立案はバラパラに
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いいえ

図 1 手法選択の
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分解されたエッセンス的なエレメントを組み立て

ていく作業でシンセシス志向の思想が必要であ

る.

このプロセスは，英知と豊かな発想をもっとも

必要とし，それらのインテグレイトいかんにより

成功か否かがきまる.

具体策が提示できないときは，各種の創造的問

題解決手法や SAD 法を用いるのもよい.

政策立案は単なる戦術(tactics) ですむものか

ら，一連のシステマティッグなアプローチ，すな

わち戦略 (strategy) を策定するものまでさまざ

まである.なんらかの方法で具体策が提示できた

ら，その効果分析を行なってみる必要がある.一

種のアセスメントとも考えられる.たとえば，必

要以上に費用や時聞がかかりすぎれば，断念しな

ければならない.このあたりの検討は， (6)の「政

策効果を知るためのフローJ で行なう.

政策効果が既知ならば，実行の手順さえ検討す

ればよい.手順の検討にはスケジューリング技法

である. PERT, CPM, GERT などが応用でき

る.これらの手法は，通常，作業管理の実施時に

用いられるが，プラニング段階でも，シミュレー

ション技法として，きわめて有効である.

(6) 政策効果を知るためのフロー

一般に政策はいくつかの代替案から成り立ち，

それぞれがもたらす効果を計測し，もっとも好ま

しい政策が採択される.政策の効果を知るため

に，不可欠な条件は，効果測定の尺度を明確にし

ておくことである.評価尺度が不明確なときは，

前の段階にもどり，再度現状分析をする必要があ

る.評価尺度がきまれば，あとは政策条件を外生

変数にしたシミュレーション・モデ、ルを作成し，

比較検討すればよい.

具体的な手法には，プロブィール分析，多段階

評価法，マトリックス法，システム・ダイナミッ

クス，エコノメトリッグスなどが考えられる.

(7) 政策の最適化をしたいフロー

実施段階の政策を最適にしたい場合で-ある.
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数学的に厳密な解が得られるならば，一般的な

解析手段で求めるとか，数理計画法の各手法が応

用できる.

厳密解がむずかしい場合にはつぎのような考え

方もある.もし，モデ、/レに組み込まれている因果

関係が通常の数式によって表現できるならば，す

べてのケースをシミュレートして，その中から最

適解を見いだすような手法(ここでは「総なめ法」

とよんでおく)や， GP (ゴール・プログラミン

グ)のような満足解をもってよしとする手法があ

る.

しかし，因果関係が画一的でなしきわめてラ

ンダムではあるが，大局的に見れば一定法則が見

いだせるようなタイプの問題では，確率論的アプ

ローチが可能となる.この場合，主観的な確率を

導入するか否かによって方法論も異なってくる.

主観的な確率を積極的に用いるならば，ベイジア

ン流の確率問題に帰着できる.そうでない場合

は，モンテ・カルロ法，待ち行列理論，確率過程

の各手法が応用できる.

3. 手法の利用方法

問題解決の一般的手順を， 7 つのブロックにわ

けで説明したが，現実問題として単に 1 つのブロ

ックで解決されることは少なく，いくつものブロ

ックにかかわり，しかもそれが何度もフィードバ

ックされて図 1 の中をぐるぐるまわる可能性が高

い.だが，そうしているうちに，どこに問題があ

り，何をしなければならなし、かがおのずとわか

り，その具体的な解決手法まで発見できる.

実は，このプロセスがきわめて重要であり，乱

暴ないし、方をすれば，個々の手法など単独で、とら

えるならばそれほど問題ではないといえる.

ある意味では手法にも，はやりすたれがあり，

これからも便利なすぐれた手法がコンピュータと

関連して開発されていくであろう.しかしそれは

所詮，手法にしかすぎないのである.
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究極的には，問題のもつ本質的な何かを総合的

にとらえる能力，あるいは「センス」といったほ

うがよいのかもしれないが，それが要求されるこ

とになる.本論で示したフロ一体系は，きわめて

不完全で、独断的な面もあるが，実用的なORを多

少なりとも志向したつもりである.問題解決の一

助になれば幸いである.

個々の手法の説明は今回は割愛した.なお，詳

細な説明は， (財)流通システム開発センタ一発行

の「流通システム・シミュレーション・マニュア

ル(地域流通編)J を参照されたい.
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